
平成３０年１月
沖縄総合事務局財務部

全国財務局長会議（平成３０年１月３１日開催）席上配付資料

最近の沖縄の経済動向等について

Ⅰ.最近の沖縄総合事務局管内の経済情勢

Ⅱ.沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について



〔先行き〕
先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、沖縄振興策などを背景として景気が拡大していくことが期待される。ただし、海外景気の下

振れリスク、為替や労働力需給の動向などについて留意する必要がある。

前回（29年10月判断） 今回（30年１月判断）
前回
比較

個人消費 緩やかに拡大している 拡大している

観 光 拡大している 拡大している

雇用情勢 改善している 改善している

設備投資 29年度は前年度を上回る見通し 29年度は前年度を上回る見込み

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている

前回（29年10月判断） 今回（30年１月判断） 前回比較 総括判断の要点

総括判断 拡大している 拡大している

β１．30年１月判断は、前回29年10月判断以降、 30年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。
※２．各項目の詳細については、冊子「全国財務局管内経済情勢報告概要」参照。

個人消費は、百貨店・スーパーやコンビニエン
スストアの販売額が堅調に推移するなど、拡
大している。観光は、引き続き国内客や外国
客が増加し、入域観光客数は50ヶ月連続で単
月の過去最高を記録するなど、拡大している。
雇用情勢は、有効求人倍率（季節調整値）が
上昇するなど、改善している。
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Ⅰ．最近の沖縄総合事務局管内の経済情勢
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Ⅱ．沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について ～①現状～

○人手不足感について、「有」と回答した企業の割合は1年前で86.5%(全国67.0%）、現在で89.2%（全国71.0%）と全国よりも高く、人手不足感は1年前より強くなっている。
○正規・非正規別に不足感をみると、「両方」と回答した企業の割合は45.5％で最も高く、また、不足している人材をみると、「営業・現業職員」を挙げる企業の割合は
正規で63.0％、非正規で85.7％と最も高くなっている。
○人手不足の要因をみると、「採用が進まない」を挙げる企業の割合は48.5%で最も高く、「事業拡大」を挙げる企業の割合は36.4%で全国（20.7%）よりも高い。また、企
業に生じた負担として、「従業員の負担増」を挙げる企業の割合は57.6%で最も高く、「受注機会等逸失」を挙げる企業の割合は27.3%で全国（15.6%）よりも高い。

回答社数：37社

※①で現在、人手不足感「有」
と回答した企業（33社）が対象

（1）人手不足となった要因

（2）人手不足により企業に生じた負担

※(1)で「1年前」及び「現在」ともに「有」
と回答した企業（31社）が対象（不明・
未回答1社を除く）

※(1)で「1年前」及び「現在」ともに「無」と回答した企業（4社）が対象

¸ 新卒者を計画通り採用できている。
（大・情報通信）、（大・窯業土石）他

¸ 提携している本土大手企業のブランド力の影響で人手
を確保できている。（中小・小売）

事業高度化 0%
その他 0%

技術力低下 0%
その他 0%
特になし 0%

（1）現在と1年前の比較

（2）現在と1年前の深刻度合いの比較 （3）人手不足感を「無」とした理由

1年前

現在
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1年前 現在

86.5%

32社

0.0%

0社

2.7%

1社

10.8%

4社
無
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有

有

無

有

無

有

→

→

→

→

正規

36.4%

12社

非正規

18.2%

6社

両方

45.5%

15社

①人手不足感

②人手不足感
（正規／非正規別）

③不足している人材（最大2項目回答） ④人手不足の要因と企業の負担

※「正規」は②で「正規」または「両方」と回答した27社、
「非正規」は②で「非正規」または「両方」と回答した21社がそれぞれ対象

※①で現在、人手不足感「有」
と回答した企業（33社）が対象

0.0%

9.5% 2社

85.7% 18社

23.8% 5社

9.5% 2社

0.0%

11.1% 3社

63.0% 17社

44.4% 12社

33.3% 9社

0% 30% 60% 90%

正規

非正規

（注1）「専門的・技術的業務従事者」は、ＩＣＴ技術者や各種法律職など、
業種を問わず普遍的に発生する高度な業務を行う人材。

（注２）「業務に応じた専門的技能を有する人材」は、介護福祉士など、
業種特有の業務であり、専門的技能・資格の保有を前提とした業
務を行う人材。

専門的・技術的業務
従事者（注1）

業務に応じた専門的技
能を有する人材（注2）

営業・現業職員

一般事務員

その他
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Ⅱ．沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について～②対応策（１）～

○人手不足解消に向けた取組として、「採用取組強化」を挙げる企業の割合は90.9%（全国84.0%）で最も高く、「業務環境改善」を挙げる企業の割合は66.7%（全国43.6%）でともに
全国よりも高い。
○採用に向けた取組として、「説明会等活動促進」を挙げる企業の割合は70.0%（全国82.0%）、「初任給等引上げ」を挙げる企業の割合も70.0%（全国34.2%）で最も高く、「初任給
等引上げ」は全国の2倍以上である。
○業務環境改善に向けた取組として「業務プロセス見直し」を挙げる企業の割合は59.1%で最も高く、「アウトソーシング」を挙げる企業の割合は36.4%で全国(17.1%)よりも高い。

設備投資

業務プロセス
見直し

アウトソーシング

他社と業務提携

事業規模縮小

「その他」の内容
¸ ICTの活用。（中堅・小売）

※⑤で「採用取組強化」と回答した企業（30社）が対象

（1）採用の優先度合 （2）採用に向け強化している取組
（最大2項目回答）

「その他」の内容
¸ 有能な外国人の活用。（中堅・宿泊）

説明会等
活動促進

初任給等
引上げ

採用要件等の
多様化・柔軟化

女性・高齢者の
採用促進

その他

（3）女性・高齢者の採用計画の進捗状況

（4）採用が進まない理由として考えられるもの

※（2）で「女性・高齢者の採用促進」と回答した企業が対象

※（3）で「進んでいない」と回答した企業が対象

（1）具体的取り組み内容（最大2項目選択）

その他

（2）「設備投資」の内容 （3）「業務プロセス見直し」の内容
※（1）で「設備投資」と回答した企業（11社）が対象 ※（1）で「業務プロセス見直し」と回答した企業（13社）が対象

「その他」の内容
¸ 代表者が、年に１回、全従業員から提出される全ての業務改善策を

確認し、改善すべき事項を指示。関係部署は迅速に対応。（大・小売）

※⑤で「業務環境改善」と回答した企業（22社）が対象
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省力化・効率化投資

72.7%

8社

建設投資

18.2%

2社

ICT投資
9.1%
1社

研究開発を通じた

新技術開発 0％

その他 0％

業務の標準化・

平準化

69.2%

9社

過剰な業務の

見直し

15.4%

2社

関係各所との

連携

7.7%

1社

その他

7.7%

1社

組織体制・人員配置の見直し 0％

該当なし

該当なし

⑤人手不足解消に向けた取組
（最大2項目回答）

0.0%

0.0%

36.4% 12社

66.7% 22社

90.9% 30社

0% 30% 60% 90%

対応できない

その他

待遇改善
（既存従業員）

業務環境改善

採用取組強化

⑥採用に向けた取組強化

⑦業務環境改善に向けた取組

※①で現在、人手不足感「有」と回答した企業（33社）
が対象

⑥

⑦

⑧

(2)

(3)

(3),(4)



実施している

30.3% 10社

実施していない

69.7% 23社

※人手不足解消に向けた取組により生じるコストを製品・サービス価格に転嫁しているか
質問。⑤で「対応できない」以外を回答した企業（33社）が対象。

0.0%

33.3% 4社

41.7% 5社

41.7% 5社

25.0% 3社

16.7% 2社

25.0% 3社

0% 20% 40%

Ⅱ．沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について～②対応策（２）～

価格転嫁を実施している理由（企業の声）
¸ 現状のまま値上げを行うことは困難なため、新たな付加価値を付けたうえでコスト転嫁

を図っている。（中堅・宿泊）
¸ 手数料の値上げにより、薄利多売を改善し、従業員の賃金引上げ及び負担軽減を図っ

た。（中小・陸運）
価格転嫁を実施していない理由（企業の声）
¸ 現時点においては、企業内努力で対応可能なため。（中小・小売 他）
¸ 市場での競争力を落とせないため。（中堅・食料品 他）

勤務体系の
多様化・柔軟化

仕事と子育て
両立支援

能力開発投資

賃金等引上げ

非正規従業員の
正規化

（1）具体的取り組み内容（最大2項目選択）

退職者再雇用・
定年延長

その他

※⑤で「待遇改善（既存従業員）」と回答した企業（12社）が対象

（2）「勤務体系の多様化・柔軟化」の内容 （3）「仕事と子育て両立支援」の内容

※（1）で「勤務体系の多様化・柔軟化」と回答した
企業（3社）が対象

※（1）で「仕事と子育て両立支援」と
回答した企業（2社）が対象

産休・育休の
充実 ○％

（4）「能力開発投資」の内容

※（1）で「能力開発投資」と回答した企業
（3社）が対象

海外留学等
○％

○既存の従業員に対する取組として、「賃金等引上げ」を挙げる企業の割合は41.7%（全国32.7%）、「非正規従業員の正規化」を挙げる企業の割合も41.7%（全国24.7%）
で最も高く、全国よりも高い。
○製品・サービス価格への転嫁について、価格転嫁を実施している企業の割合は30.3%で全国（13.5%）の2倍以上である。
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⑧既存の従業員に対する取組

⑨製品・サービス価格への転嫁 ⑩具体的な取組事例（企業の声）

「企業の声」
¸ 非正規従業員について、短時間勤務を導

入している。（中小・小売）、（大・宿泊）

¸ 超過勤務時間労働について、管理者が
部下の業務内容等を把握し、適切に対応
する制度（自己申告制⇒事前承認制）に
変更したことで、長時間労働の是正につ
ながっている。（中小・建設）

「企業の声」
¸ 若年層からの応募が少ないことか

ら、若年層や女性などに目を向けて
もらうため、事業所内保育所を設置
した。（中小・陸運）

¸ 産休・育休制度の充実を図ってい
る。（中堅・金属）

「企業の声」
¸ 資格を有する人材の確保が困難な

ことから、既存従業員に対して、資
格取得のための勉強会を開催して
いる。（中小・小売）

¸ 正規従業員について、階層別研修
やOJTなどを実施している。（大・卸
売）

¸ 勤務2年を条件に免許取得費用を
会社が全額負担する制度を導入し
ている。（中小・陸運）

【採用に向けた取組強化】
¸ 県内外の合同就職説明会への積極的な参加、海外大学からのインターン生の受入れや海外大学

関係者との交流会を開催している。（中堅・宿泊）

¸ 人材を確保するために、初任給及び管理職以外の既存従業員の賃金について、年当たり4～5％
の賃上げを行った。（大・宿泊）

【業務環境改善に向けた取組】
¸ 高性能のスキャナーを導入し、職員が手入力していた注文内容等の自動データ化を行い、作業の

省力化を図った。（中堅・レンタカー）

¸ 設計施工の一部を外部委託し、従業員の負担軽減につなげている。（中堅・建設）

【既存の従業員に対する取組】
¸ 人手不足の解消に向け、既存従業員には賃上げと定年退職後の再雇用で対応している。再雇用

は1年更新であり、現在の最年長者は68歳である。（中堅・食料品）

¸ 希望する非正規従業員に対して正規従業員となれる仕組みを導入した。（中小・陸運）

(2)

(3)

(4)



Ⅱ．沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について ～③管内の人手不足の現状～

●完全失業者は5万1千人（22年）か
ら3万1千人（28年）へ減少しており、
完全失業率は改善が続いている。

●労働力人口（Ｈ22年ҦＨ28年）は全

国が高齢者を中心に増加しているの
に対し、沖縄は15～64歳の女性を中
心に増加している。

○沖縄県は生産年齢人口が減少するなか、女性を中心に労働力人口が増加し、医療・福祉などで就業者が増加している。完全失業率は改善傾向が続くものの全国より高い。
○有効求人倍率は平成24年から上昇し、平成29年は１倍超が続いているものの正社員の有効求人倍率は低く、非正規の職員・従業員割合は全国より高い。

2.労働力
人口

4.完全
失業率

5.有効求人
倍率

●有効求人倍率は平成24年から上昇
しており、平成29年は1倍超が続いて
いる。

●沖縄の総人口は増加しているものの、生産年齢
人口（15～64歳）は平成23年をピークに減少してい
る。なお、15歳未満は横ばい、65歳以上人口は増加
している。

1.人口

H22年 H28年 増加数 増加率
沖縄 673千人 710千人 37千人 5.5%
全国 6,632万人 6,673万人 41万人 0.6%

●就業者（Ｈ22年ҦＨ28年）は全

国に比べ増加率が高く、業種別で
みると医療・福祉などで増加して
いる。

3.就業者数

【沖縄】

6.正規・非正規
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●正社員の有効求人倍率は全
国に比べ低く、非正規の職員・従
業員割合は全国に比べ高い。

【全国】

（％）



求職者

（応募しない理由）

【給与】

・賃金が低い。これでは生活が苦しい

・通勤手当などの諸手当が支給されない

【勤務時間】

・勤務時間が合わない

・シフト勤務は避けたい

・昼勤しかできない

・保育園の迎えがあるので残業ができない

・土日・深夜の勤務は避けたい
・拘束時間が長い

【技能・知識等】

・資格・経験がない

・パソコンが使えない

・求めるレベルが高すぎる
【雇用形態】

・福利厚生が充実している正社員がいい

・安定した正社員がいい

【その他】

・体力的に不安、精神的に不安

・子育てとの両立が厳しい

・事業所の風評を聞いたことがある

・産業・職種にマイナスイメージがある

・応募しても年齢で断られそう

求人者

（採用する条件）

【給与】

・人件費を低く抑えたい

【勤務時間】

・残業できる方でないと採用は無理
・土日祝祭日に勤務できる方でないと無理

・シフト勤務できる方を希望

・早朝や深夜に勤務可能な方がいい

【技能・知識等】

・免許・資格をもっていないと採用は無理
・即戦力となる経験者がいい

・パソコン操作のレベルの高い方がいい

・幅広い業務に対応できる方を希望

・接客業経験者を希望

【雇用形態】

・正社員は無理。非正規として採用したい

・忙しい時期のみ採用したい

【その他】

・小さい子供のいない方を希望

・できれば男性（女性）希望
・できるだけ若い人材を採用したい

・転勤可能な方を希望

・長期の出張が可能な方がいい

求職者

（応募しない理由）

【給与】

・賃金が低い。これでは生活が苦しい

・通勤手当などの諸手当が支給されない

【勤務時間】

・勤務時間が合わない

・シフト勤務は避けたい

・昼勤しかできない

・保育園の迎えがあるので残業ができない

・土日・深夜の勤務は避けたい
・拘束時間が長い

【技能・知識等】

・資格・経験がない

・パソコンが使えない

・求めるレベルが高すぎる
【雇用形態】

・福利厚生が充実している正社員がいい

・安定した正社員がいい

【その他】

・体力的に不安、精神的に不安

・子育てとの両立が厳しい

・事業所の風評を聞いたことがある

・産業・職種にマイナスイメージがある

・応募しても年齢で断られそう

求人者

（採用する条件）

【給与】

・人件費を低く抑えたい

【勤務時間】

・残業できる方でないと採用は無理
・土日祝祭日に勤務できる方でないと無理

・シフト勤務できる方を希望

・早朝や深夜に勤務可能な方がいい

【技能・知識等】

・免許・資格をもっていないと採用は無理
・即戦力となる経験者がいい

・パソコン操作のレベルの高い方がいい

・幅広い業務に対応できる方を希望

・接客業経験者を希望

【雇用形態】

・正社員は無理。非正規として採用したい

・忙しい時期のみ採用したい

【その他】

・小さい子供のいない方を希望

・できれば男性（女性）希望
・できるだけ若い人材を採用したい

・転勤可能な方を希望

・長期の出張が可能な方がいい

Ⅱ．沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について ～④管内の人手不足の課題～

正社員・非正規間のミスマッチ 職種間のミスマッチ

正社員を希望する求職者は約7割正社員求人は、3割に満たない

1.転職率が高い

●沖縄は全国に比べ転職比率が高く、勤続年数が短い。

2.若年層失業者が多い

●就職3年後の離職率は高卒者、大卒者ともに全国より高い。
●15～24歳の完全失業率が全国の2倍以上高い。

3.雇用のミスマッチ
●正社員を希望する求職者は７割、正社員の求人は３割未満であり、雇用形態のミスマッチが生じている。
●給与、勤務時間、資格のほか仕事と子育ての両立など労働条件のミスマッチが生じている。
●主要職種の有効求人倍率ではサービス職が高く、事務職が低いなど職種間のミスマッチが生じている。

沖縄県は非正規
労働者の割合が高
く、待遇改善を求め
て転職することが多
いが、再就職後の
賃金やスキルに反
映されないことが多
い。また、企業の採
用コストの増加や
従業員の能力が向
上しない等、生産性
が低下する一因と
なっている。
（沖縄労働局）
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早期の離職を
繰り返すことは
キャリアアップや
昇給等の機会を
逸することにな
り、再就職の際に
不利に働くことが
ある。転職により
待遇が改善され
るとは限らないた
め、結果として再
び離職をしたり、
非正規雇用化し
たりする可能性
がある。
（沖縄労働局）

労働条件のミスマッチ



Ⅱ．沖縄総合事務局管内における人手不足の現状及び対応策について～⑤取組事例～

（株）沖東交通

●労働条件のミスマッチ等により運転手の離職率が高く、運転手の高齢化（平均
年齢59歳）に伴い退職者が増えている状況にある。

２．人手不足の現状と課題

─

１．会社概要

●事業所内保育所「オレンジキッズランド」（平成29年2月開業）

●事業概要：一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー・ハイヤー）
●創業：昭和59年6月●本社所在地：沖縄県西原町●資本金：95百万円
●売上高：2,178百万円（平成29年3月期） ●従業員数：590人 ●営業所数：7ヵ所

ü и種免許養成制度の導入
勤務2年を条件に免許取得費用を全額免除する制度を導入している。

ü 固定給の導入
歩合制給与に対する若年層の不安を払拭するため、一部に固定給与を導入している。

●事業所内保育所を目的に20代、30代を中心に応募が増えて、女性9名、男
性2名を採用することができた。

●女性運転手やバスガイド、男性職員など22名が事業所内保育所を利用して
おり、従業員の定着に繋がっている。

ü従業員の福利厚生を目的としており、0歳児は1.5万
円、1～4歳児は1万円と保育料が安く設定されている。

●運転手の高齢化の改善を図るため、若年層の採用を増やしたいが、若年層か
らの応募が少ないことから、若年層や女性などに目を向けてもらうため仕事と子
育ての両立が可能な環境を整備する必要があった。

ü内閣府が待機児童解消の一環として実施している「企業主導型保育事業」の助
成を受けて、県内タクシー業界で初めて設置した施設（認可外保育園）である。

üサービス・環境は認可保育園と同等のものであり、
保育士10名と事務員等5名で運営している。

●相乗効果が期待できる既存の取組

県内タクシー業界初となる

「企業内保育」で若年層、女性を確保

7

りゅうせき商事（株）

●人手不足は、平成24年頃から始まっており、その主な原因は、「離職率の高さ」
であった。離職の主な理由は、「非正規従業員という不安定な立場に対する将来
への不安」及び「業務量増大に伴う負担増」であった。

２．人手不足の要因

─

●事業概要：携帯電話小売業ほか
●創業：平成6年2月 ●本社所在地：沖縄県浦添市 ●資本金：1億円
●売上高：76億円（平成29年3月期） ●従業員数：315人 ●店舗数：34店舗

１．会社概要

正規化を希望する

「全従業員の正規化」で離職率が改善

●全従業員間のシステムネットワークの導入
27～29年度の間において、全従業員間のシ
ステムネットワークを導入（ICTの活用）し、情
報の共有化及びペーパレス化を行い、会議時
間の短縮など、業務の削減につながった。

●離職率が改善：25.0％（25年度）⇒13.8％（28年度）
28年度の離職率は、25年度の25.0％から11.2％pt減の13.8％に改善された。
なお、安定的な雇用の確保は、顧客サービスの質の向上にもつながっており、
28年度の当期純利益は、25年度から72％増であった。

●非正規従業員の正規化
25年4月以降、「全従業員の正規化」に取り組んでおり、正規化を希望する非正規
従業員に正社員登用試験を受けてもらい、正規従業員として登用している。
その結果、29年9月末時点の全従業員（パート・派遣を除く）に対する正規従業員
の割合は、24年度の41％から57％pt増の98％に改善している。

その結果、29年12月末時点の1人月当たりの平均超過勤務時間は、28年度の
12.4時間から22.5％減の9.6時間に減少している。
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